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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第43期

第２四半期連結
累計期間

第44期
第２四半期連結
累計期間

第43期

会計期間

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成23年
３月31日

売上高（千円） 13,454,63814,151,28725,992,110

経常利益（千円） 1,105,3311,222,5831,754,746

四半期（当期）純利益（千円） 619,128 672,2141,051,544

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
567,518 567,5251,100,133

純資産額（千円） 26,018,57326,878,70326,431,191

総資産額（千円） 35,710,31936,286,02636,041,134

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
51.59 56.02 87.63

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 72.86 74.07 73.34

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,748,4411,618,7484,633,419

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△2,846,926△588,347△3,496,424

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,625,721△465,5851,289,528

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
7,657,39410,020,7549,551,904

　

回次
第43期

第２四半期連結
会計期間

第44期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成23年
７月１日
至平成23年
９月30日

１株当たり四半期純利益金額

（円）
27.47 35.50

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　３．第43期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号  平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

　４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額ついては、潜在株式が存在していないため記載してお

りません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が判断し

たものであります。

　

(1)　業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、平成23年３月に発生した東日本大震災による落ち込みからの

回復が見られたものの、欧米における景気後退や７月以降の円高の進行とともに景気の下振れが懸念される状況

となりました。

　当社グループの属する電子部品業界におきましては、震災の影響による一部の部品の供給不足や電力不足等から

期初には生産活動に大きな落ち込みが見られたものの、サプライチェーンの機能回復とともに上昇基調となりま

した。しかしながら、期後半には、欧米の信用不安の拡大、円高の長期化により先行き不透明な状況となりました。

　このような情勢の中で、当社グループは成長市場への拡販や合理化の取り組みにより、当第２四半期連結累計期

間の連結売上高は14,151百万円（前年同期比696百万円増、5.2％増）、営業利益は1,170百万円（前年同期比125百

万円増、12.0％増）、経常利益は1,222百万円（前年同期比117百万円増、10.6％増）、四半期純利益は672百万円

（前年同期比53百万円増、8.6％増）となりました。

当社グループの製品の種類別区分ごとの業績でありますが、集積回路は、主力となるＩＣや光ピックアップ用受

光素子などの光学関連センサー部品の受注に落ち込みがみられたものの、ＬＥＤの受注が堅調に推移したことか

ら、売上高は11,936百万円（前年同期比1,065百万円増、9.8％増）となりました。機能部品につきましては、特定用

途向けセンサーの受注は堅調に推移したものの、ＥＦＴ（電子資金取引）・ＰＯＳ（販売時点管理）向けなどの

小型サーマルプリントヘッドは低価格品への置き換えが進んだため、売上高は1,648百万円（前年同期比38百万円

減、2.3％減）となりました。受動部品につきましては、ネットワーク抵抗器の生産終了やチップネットワーク抵抗

器の受注の伸び悩みのため、売上高は516百万円（前年同期比279百万円減、35.1％減）となりました。

(2)　キャッシュ・フローの状況　

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、10,020百万円（前年

同四半期連結累計期間末残高7,657百万円）となり、前連結会計年度末と比較して468百万円の増加となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、増加した資金は1,618百万円（前年同期の増加した資金は1,748百万円）となりました。主な資

金増加の要因は、税金等調整前四半期純利益1,194百万円、減価償却費1,106百万円、その他資産の減少額297百万

円、仕入債務の増加額530百万円等であり、主な資金減少の要因は、売上債権の増加額637百万円、法人税の支払額

873百万円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、減少した資金は588百万円（前年同期の減少した資金は2,846百万円）となりました。主な資金

減少の要因は、有形固定資産の取得による支出596百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、減少した資金は465百万円（前年同期の増加した資金は1,625百万円）となりました。主な資金

増加の要因は、短期借入金の借入による収入1,320百万円であり、主な資金減少の要因は長短期借入金の返済によ

る支出1,665百万円、配当金の支払119百万円によるものであります。
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(3)　業務上および財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4)　研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、465百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。　

(5)　財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の資産の部につきましては、第１四半期から引き続き売上が順調に推移したこと

による売上債権の増加が、新工場への投資一巡と償却負担に伴う固定資産の減少を上回り、結果として前連結会計

年度末比244百万円の増加となりました。負債の部につきましては、順調な売上に伴う生産量の拡大により、仕入債

務が増加したものの、新工場をはじめとする設備投資の一巡による支払債務の減少や返済に伴う長期借入金の減

少等がそれらを上回り、結果として前連結会計年度末比202百万円の減少となりました。これらの結果、純資産は、

26,878百万円となり、前連結会計年度末比447百万円の増加となりましたが、一方で資産の部が増加したものの負

債の部が減少したため、結果として自己資本比率は74.1％と0.8ポイントの増加となりました。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,600,000

計 40,600,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,000,000 12,000,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

100株

計 12,000,000 12,000,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高(千株)

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年７月１日～

平成23年９月30日
－ 12,000 － 4,545,500 － 5,790,950
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（６）【大株主の状況】

 平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

大西 通義 香川県高松市 3,562 29.69

大西 以知郎 香川県高松市 2,117 17.65

アオイコーポレーション有限

会社
香川県高松市番町２－11－19 1,150 9.58

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社　信託口
東京都中央区晴海１－８－11 888 7.40

大西 暁子 香川県高松市 359 2.99

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 350 2.92

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社　信託口
東京都港区浜松町２－11－13 253 2.12

日亜化学工業株式会社 徳島県阿南市上中町岡491－100 221 1.85

アオイ電子従業員持株会 香川県高松市香西南町455－１ 176 1.47

明治安田生命保険相互会社 東京都中央区晴海１－８－12 154 1.28

計 － 9,233 76.95

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　 300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  11,998,800 119,988 －

単元未満株式 普通株式　　　　 900 － －

発行済株式総数 普通株式  12,000,000 － －

総株主の議決権 － 119,988 －

②【自己株式等】

 平成23年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

アオイ電子株式会社
香川県高松市香西

南町455－１
300 － 300 0.00

計 － 300 － 300 0.00

　

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成

23年９月30日まで）および第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について監査法人ラットランドによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,551,904 10,020,754

受取手形及び売掛金 7,504,630 8,141,776

商品及び製品 57,716 60,386

仕掛品 491,508 536,295

原材料及び貯蔵品 992,835 1,007,432

前払費用 38,273 62,354

繰延税金資産 299,089 293,648

その他 442,460 184,564

流動資産合計 19,378,419 20,307,212

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 12,542,478 12,586,479

減価償却累計額及び減損損失累計額 △5,932,069 △6,334,720

建物及び構築物（純額） 6,610,408 6,251,758

機械装置及び運搬具 23,717,594 24,139,668

減価償却累計額及び減損損失累計額 △21,034,862 △21,601,944

機械装置及び運搬具（純額） 2,682,732 2,537,723

工具、器具及び備品 4,713,170 4,800,042

減価償却累計額及び減損損失累計額 △4,371,192 △4,482,234

工具、器具及び備品（純額） 341,977 317,808

土地 2,926,463 2,926,463

リース資産 262,951 232,997

減価償却累計額及び減損損失累計額 △131,663 △99,165

リース資産（純額） 131,287 133,831

建設仮勘定 287,565 293,826

有形固定資産合計 12,980,435 12,461,412

無形固定資産

のれん 65,745 61,049

その他 119,056 100,877

無形固定資産合計 184,801 161,926

投資その他の資産

投資有価証券 2,150,002 1,957,688

前払年金費用 550,181 494,358

繰延税金資産 354,887 478,213

その他 442,407 425,214

投資その他の資産合計 3,497,478 3,355,474

固定資産合計 16,662,714 15,978,813

資産合計 36,041,134 36,286,026
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,659,778 3,190,166

短期借入金 1,190,000 1,190,000

1年内返済予定の長期借入金 667,772 644,400

未払金 1,350,498 1,120,459

未払法人税等 906,951 600,255

賞与引当金 396,202 430,553

リース債務 43,746 44,870

その他 636,065 751,629

流動負債合計 7,851,016 7,972,333

固定負債

社債 300,000 300,000

長期借入金 933,400 611,200

役員退職慰労引当金 436,767 433,608

リース債務 87,540 88,961

その他 1,218 1,218

固定負債合計 1,758,926 1,434,988

負債合計 9,609,943 9,407,322

純資産の部

株主資本

資本金 4,545,500 4,545,500

資本剰余金 5,790,950 5,790,950

利益剰余金 16,080,319 16,632,537

自己株式 △426 △442

株主資本合計 26,416,342 26,968,544

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 14,848 △89,840

その他の包括利益累計額合計 14,848 △89,840

純資産合計 26,431,191 26,878,703

負債純資産合計 36,041,134 36,286,026
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 13,454,638 14,151,287

売上原価 11,048,474 11,700,172

売上総利益 2,406,164 2,451,115

販売費及び一般管理費 ※
 1,361,243

※
 1,281,075

営業利益 1,044,921 1,170,039

営業外収益

受取利息 916 586

受取配当金 2,436 2,228

作業屑売却益 50,617 48,023

受取技術料 62,710 84,729

持分法による投資利益 12,511 20,247

その他 34,425 29,214

営業外収益合計 163,617 185,029

営業外費用

支払利息 10,731 16,919

為替差損 43,722 96,822

その他 48,753 18,744

営業外費用合計 103,207 132,485

経常利益 1,105,331 1,222,583

特別利益

固定資産売却益 1,138 331

特別利益合計 1,138 331

特別損失

固定資産除却損 280 2,539

投資有価証券評価損 7,117 26,251

特別損失合計 7,398 28,791

税金等調整前四半期純利益 1,099,072 1,194,124

法人税、住民税及び事業税 541,104 568,712

法人税等調整額 △61,160 △46,803

法人税等合計 479,944 521,909

少数株主損益調整前四半期純利益 619,128 672,214

四半期純利益 619,128 672,214
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 619,128 672,214

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △51,609 △104,688

その他の包括利益合計 △51,609 △104,688

四半期包括利益 567,518 567,525

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 567,518 567,525

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,099,072 1,194,124

減価償却費 1,063,791 1,106,714

その他の償却額 24,690 24,160

のれん償却額 4,696 4,696

固定資産除却損 280 2,539

固定資産売却損益（△は益） △1,138 △331

賞与引当金の増減額（△は減少） 50,377 34,351

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） － △3,159

受取利息及び受取配当金 △3,352 △2,815

支払利息 10,731 16,919

為替差損益（△は益） 32,584 95,965

保険解約損益（△は益） 1,196 3,758

投資有価証券評価損益（△は益） 7,117 26,251

持分法による投資損益（△は益） △12,511 △20,247

売上債権の増減額（△は増加） △856,086 △637,145

たな卸資産の増減額（△は増加） △221,927 △64,252

その他の資産の増減額（△は増加） △28,492 297,946

仕入債務の増減額（△は減少） 419,761 530,387

その他の負債の増減額（△は減少） 201,129 △103,198

小計 1,791,919 2,506,664

利息及び配当金の受取額 2,551 2,394

利息の支払額 △12,275 △16,812

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △33,754 △873,498

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,748,441 1,618,748

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,826,187 △596,355

無形固定資産の取得による支出 △10,802 △10,062

有形固定資産の売却による収入 1,600 555

保険積立金の解約による収入 11,146 37,323

差入保証金の回収による収入 － 452

その他の支出 △22,682 △20,260

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,846,926 △588,347

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 － 1,320,000

短期借入金の返済による支出 － △1,320,000

長期借入れによる収入 1,900,000 －

長期借入金の返済による支出 △153,996 △345,572

社債の発行による収入 300,000 －

社債の償還による支出 △300,000 －

自己株式の取得による支出 △283 △16

配当金の支払額 △119,999 △119,996

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,625,721 △465,585

現金及び現金同等物に係る換算差額 △32,584 △95,965

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 494,652 468,850

現金及び現金同等物の期首残高 7,162,742 9,551,904

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 7,657,394

※
 10,020,754
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　該当事項はありません。

【会計方針の変更等】

　該当事項はありません。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

  第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日）を適用しております。

　

【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

運賃諸掛 48,822千円

役員給与 129,194 

従業員給与手当 158,989 

賞与引当金繰入額 47,755 

研究開発費 531,297 

減価償却費 60,420 

電算処理費 64,529 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

運賃諸掛 41,442千円

役員給与 131,330 

従業員給与手当 173,078 

賞与引当金繰入額 42,353 

研究開発費 465,897 

減価償却費 41,043 

電算処理費 61,623 

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年９月30日現在） （平成23年９月30日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 7,657,394

現金及び現金同等物 7,657,394

　

 （千円）

現金及び預金勘定 10,020,754

現金及び現金同等物 10,020,754
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日）

（1）配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 119,999 10 平成22年３月31日 平成22年６月30日利益剰余金

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年11月４日

取締役会
普通株式 119,996 10 平成22年９月30日 平成22年12月３日利益剰余金

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年９月30日）

（1）配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 119,996 10 平成23年３月31日 平成23年６月30日利益剰余金

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年11月４日

取締役会
普通株式 119,996 10 平成23年９月30日 平成23年12月２日利益剰余金

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）および当第２四半期連結累計期間

（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）　

　当社グループは、電気・電子部品の製造販売を事業内容とする単一セグメントであり、当社グループ全体で包括

的な事業戦略を立案し、事業活動を展開しております。よって、セグメント情報の記載は省略しております。
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（金融商品関係）

前連結会計年度末（平成23年３月31日）

科目
連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

　  長期借入金（１年内返済予定の

ものを含む）　
1,601,172 1,586,242 △14,929

（注） 金融商品の時価の算定方法

　　長期借入金

　元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定してお

ります。

　

当第２四半期連結会計期間末（平成23年９月30日）

　長期借入金が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著し

い変動が認められます。

科目
四半期連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

　  長期借入金（１年内返済予定の

ものを含む）　
1,255,600 1,248,551 △7,049

（注） 金融商品の時価の算定方法

　　長期借入金

　元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定してお

ります。

（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

 １株当たり四半期純利益金額 51円59銭 56円2銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額（千円） 619,128 672,214

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 619,128 672,214

普通株式の期中平均株式数（千株） 11,999 11,999

  （注）  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。　
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２【その他】

　平成23年11月４日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………119百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………10円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成23年12月２日

　（注）　平成23年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

EDINET提出書類

アオイ電子株式会社(E02051)

四半期報告書

18/19



独立監査人の四半期レビュー報告書

 

   平成23年11月10日
    

アオイ電子株式会社    

取締役会　御中    

    

 監査法人 ラットランド
    

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士 長谷川　正治　　印

    

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士 小　野　　泰　　印

    

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアオイ電子株式会社
の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成23
年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸
表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計
算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務
諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成
し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半
期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分
析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アオイ電子株式会社及び連結子会社の平成23年９月30日現在の財政状態並び
に同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信
じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
その他の事項
　会社の平成23年３月31日をもって終了した前連結会計年度の第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間に係る
四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が実
施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して平成22年11月10日付けで無限定の結論を表明しており、ま
た、当該連結財務諸表に対して平成23年６月20日付けで無限定適正意見を表明している。　
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上

　
　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。
　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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